
令和２年度 豊丘村の健全化判断比率等について 

 

１ 財政の早期健全化・再生に関する指標 

（単位：％） 

項 目 比 率 早期健全化基準 財政再生基準 

実 質 赤 字 比 率 
－ 

（▲32.45） 
15.0 20.0 

連 結 実 質 赤 字 比 率 
－ 

（▲51.95） 
20.0 30.0 

実 質 公 債 費 比 率 8.9 25.0 35.0 

将 来 負 担 比 率 
－ 

（▲5.2） 
350.0  

※実質赤字比率、連結実質赤字比率について収支が黒字の場合は「－（該当なし）」

で表示し、参考に黒字の比率を（▲）で示す。 
 
 

（1）実質赤字比率 

一般会計の実質収支は黒字であり、実質赤字比率は該当しない。 
 

（2）連結実質赤字比率 

一般会計等の実質赤字及び公営企業会計の資金不足はいずれも生じて

おらず、連結実質赤字比率は該当しない。 
 

（3）実質公債費比率 

直近３年間（平成30年度～令和２年度）の平均値で算出する比率である。

令和２年度の単年度比率は、道の駅整備に係る起債の元金償還の開始等に

よる一般会計債の元利償還金の増加（対前年度比＋51,099千円）、公営企業

債償還のための企業会計への繰出や広域連合の起債償還に充当される負担

金等の準元利償還金の増加（＋12,228千円）、そこから控除する基準財政需

要額算入額の横ばいにより分子全体が 59,811千円増加した結果、 9.9％と

なり、令和元年度単年度比率の 8.2％から1.7ポイント増加した。 

平成30年度単年度比率（8.8％）を合わせ、直近３年間の平均値は 8.9％

となり、前年度から0.5ポイント増加した。 
 

（4）将来負担比率 

公営企業債償還のため将来にわたる一般会計から企業会計への繰出見

込額の減少（▲117,097千円）等により、将来負担額は前年度より98,183

千円減少した。将来負担額から控除する充当可能財源等は、土地開発基金

の見直し等により充当可能基金は減少したものの、令和２年７月豪雨災害

に係る災害債の借入等による将来にわたっての基準財政需要額算入見込額

の増加等により、前年度より20,636千円増加した。従って、分子全体では

前年度の▲7,357千円から▲126,176千円とマイナス幅が拡大した。 

その結果、将来負担比率は前年度より4.9ポイント低下して▲5.2％とな

り、数値が改善した。道の駅整備に係る多額の起債借入により平成29年度



にプラスに転じた将来負担比率であるが、交付税措置が低い起債の借入を

とりやめたこと、基金の適正水準の確保により数値は徐々に良化している。 

 

  将来負担額  5,598,261千円 － 充当可能財源等 5,724,437千円 

  標準財政規模 2,787,389千円 － 算入公債費等の額 397,733千円 

（前年度：▲0.3％） 

〈 将 来 負 担 額 〉 

地 方 債 の 現 在 高 

公 営 企 業 債 等 繰 入 見 込 額 

一 部 事 務 組 合 等 負 担 見 込 額 

退 職 手 当 負 担 見 込 額 

 

3,634,058千円 

1,149,834千円 

131,375千円 

682,994千円 

 

（前年比 ＋31,937千円）

（前年比▲117,097千円）

（前年比  ▲8,389千円）

（前年比  ▲4,634千円）

計 5,598,261千円 （前年比 ▲98,183千円）

   

〈 充 当 可 能 財 源 等 〉 

充 当 可 能 基 金 

充 当 可 能 特 定 歳 入 

基 準 財 政 需 要 額 算 入 見 込 額 

 

2,257,569千円 

5,644千円 

3,461,224千円 

 

（前年比 ▲18,719千円）

（前年比   ▲802千円）

（前年比 ＋40,157千円）

計 5,724,437千円 （前年比 ＋20,636千円）
 

２ 公営企業の経営健全化に関する指標 

（単位：％） 

公 営 企 業 会 計 名 資金不足比率 経 営 健 全 化 基 準 

水 道 事 業 会 計 
－ 

（▲216.5） 
20.0 

下 水 道 事 業 会 計 
－ 

（▲152.7） 
20.0 

※資金不足比率が算定されない場合は「－（該当なし）」で表示し、参考に黒字

の比率を（▲）で示す。 
 

（1）資金不足比率 

いずれの公営企業会計も資金不足は生じておらず、資金不足比率は該

当しない。 
 

①水道事業会計 

資金不足額（黒字の場合はマイナスで表示） ▲218,405千円 

   事業の規模（営業収益の額－受託工事収益の額）100,875千円 

（前年度：▲212.0％） 

②下水道事業会計 

資金不足額（黒字の場合はマイナスで表示）  ▲136,999千円 

   事業の規模（営業収益の額－受託工事収益の額）  89,740千円 

   （前年度： ▲87.2％） 

＝ ▲5.2％ 

＝ ▲152.7％ 

＝ ▲216.5％ 
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